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平成19年度 

加東市の決算状況をお知らせします 
行財政改革を積極的に推進し、 
　一般会計で約7億5,800万円の黒字 
 

　平成１９年度は、合併２年目を迎え、行財政改革
の実質的スタートとして「集中改革プラン」を推進
するとともに、積極的な歳入の確保と歳出の効率的
な執行と節減により、健全な財政運営に努めました。 
　一般会計の概要は、歳入では、主要な財源である
市税は、税源移譲による個人市民税の増額などによ
り、前年度に比べ２億２,５３１万円の増額となりました。
また、財産収入も市有地の売却により４億６００万円
の増加となりました。 
　歳出では、職員数の減少により人件費が減額とな
った一方で、福祉分野の充実を図ったため、障害者
福祉費、生活保護費、児童手当費などの扶助費が増
額になりました。また、有線テレビ施設整備事業に
１２億８,２７６万円を投資し、東条地域のケーブルテレ
ビ整備を行いました。 

歳入歳出決算会計別一覧 

会　　　計　　　別 歳入決算額（収入） 歳出決算額（支出） 

一　般　会　計 

特

別

会

計

 

企
業
会
計 

国民健康保険会計 

老人保健会計 

介護保険保険事業会計 

介護保険サービス事業会計 

診療所会計 

下水道事業会計 

農業集落排水事業会計 

コミュニティ・プラント事業会計 

　　　小　　　計 

 水道事業会計 

病院事業会計 

　　　小　　　計 

合　　　　　計 

37億2,107万円 

35億8,322万円 

22億3,515万円 

4億5,294万円 

2億1,350万円 

21億7,455万円 

3億6,603万円 

2億6,053万円 

130億 699万円 

 

182億8,059万円 

14億4,461万円 

26億 223万円 

40億4,684万円 

 353億3,442万円 

35億9,890万円 

35億8,311万円 

22億2,331万円 

4億5,211万円 

2億1,079万円 

21億6,698万円 

3億5,988万円 

2億5,577万円 

128億5,085万円 

 

175億 940万円 

13億5,234万円 

25億7,288万円 

39億2,522万円 

 342億8,547万円 

※企業会計は、収益的収支額（税込み）です。 

【一般会計歳入内訳】 

歳入合計 
182億8,059万円 

 

市税 
73億2,4042,404万円万円 

 

地方交付税 
2828億7,7467,746万円万円 譲与税・交付金等 

14億2,2992,299万円万円 

国庫支出金 
1414億9,5139,513万円万円 

県支出金 
7億7,4347,434万円万円 

市債 
1919億4,3304,330万円万円 

その他収入 
24億4,3334,333万円万円 

【一般会計歳出内訳】 

歳出合計 
175億940万円 

 

総務費 
3737億4,2354,235万円万円 

民生費 
42億4,1334,133万円万円 

議会費 
1億7,346万円 

衛生費 
1919億1,8811,881万円万円 農林水産業費 

8億7,890万円 

商工費 
2億6,023万円 

土木費 
2020億8,4308,430万円万円 

消防費消防費 
6億3,5503,550万円万円 

教育費 
14億854854万円万円 

公債費公債費 
21億238238万円万円 

その他支出 
6,360万円 

市税 
73億2,404万円 

 

地方交付税 
28億7,746万円 譲与税・交付金等 

14億2,299万円 

国庫支出金 
14億9,513万円 

県支出金 
7億7,434万円 

市債 
19億4,330万円 

その他収入 
24億4,333万円 

総務費 
37億4,235万円 

民生費 
42億4,133万円 

衛生費 
19億1,881万円 

土木費 
20億8,430万円 

消防費 
6億3,550万円 

教育費 
14億854万円 

公債費 
21億238万円 

歳出内訳の用語説明

【議会費】議会活動の費用 
【総務費】全般的な管理事務、徴税、選挙、財務事務、人
　　　　　件費などの費用（有線テレビ整備費含む） 
【民生費】生活保護や児童、障害者、高齢者などの福祉
　　　　　の費用 
【衛生費】ごみ処理や健診など保健衛生のための費用 
【農林水産業費】農業、林業などの振興の費用 

【商工費】商業や工業の振興、観光事業などの費用 
【土木費】道路、公園、市営住宅などの整備や管理の費用 
【消防費】消防、救急、災害対策などの費用 
【教育費】学校、幼稚園の運営や学校施設の整備などの
　　　　　費用 
【公債費】道路や下水道などを整備するために借り入れ
　　　　　たお金の返済費用 

平成19年度の主な事業実績 

財政健全化判断比率 

加東市の貯金と借金 

東条地域へのケーブルテレビの整備（12億8,276万円） 
まちづくり活動団体への補助（472万円） 
地区案内標識の設置（875万円） 
とどろき荘などの改修工事（2,148万円） 
社アフタースクールの増築（4,213万円） 
安全な生活道路の整備（1億8,083万円） 
まちづくり交付金を活用した道路・公園整備（7,630万円） 
社中学校の大規模改修工事（2億504万円） 
乳幼児医療の対象を小学校3年生まで拡充（1億286万円） 
福祉タクシー事業を拡充（211万円） 
加東サンサンチャレンジなどの健康づくり事業（71万円） 
 

…
 

▲ケーブルテレビの全域整備 ▲サンサンチャレンジで健康づくり 

▲乳幼児医療の拡充 ▲社アフタースクールの増築 

貯金は約4億円増↑、借金は約16億円減↓ 

～地方自治体の財政状況を表す新しい基準です～ 

財政調整基金 
27億9,613万円 

水道会計 
12億6,575万円 

下水道会計 
257億2,167万円 

一般会計他 
182億9,895万円 

病院会計 
10億  774万円 

減債基金 
3億6,714万円 

福祉基金 
8億1,359万円 

その他の基金 
15億8,424万円 

残高　55億6,110万円 残高　462億9,411万円 

【基金（貯金）】 【地方債（借金）】 
　市の借金にあたる地方債の残高は、全会
計で４６２億９,４１１万円となっています。前年
度に比べ１６億４,１３１万円少なくなりました。
しかし、一般会計では、有線テレビ施設整
備事業による借入６億３,７３０万円や地域振興
基金の創設による借入４億８５０万円により、
１億２,６２１万円増加しました。 
　一方、貯金にあたる基金は、全体で５５億６,
１１０万円となり、前年度に比べ４億２８９万円
の増加となりました。そのうち、財政調整
基金は、２７億９,６１２万円で、昨年度に比べ
９,０７３万円の増加となりました。 

　平成１９年度決算から各自治体は健全化判断比率を公表することが
義務付けられました。自治体は、この健全化判断比率により、「健全
段階」「早期健全化段階」「財政再生段階」の３つに区分されます。 
　加東市はすべての指標において「健全段階」にあります。 

加東市は『健全段階』です 

（１）健全化判断比率 

指標 説　　　明 加東市 
の決算 

早期健全化 
基準 

実質赤字 
比率 
 
連結実質 
赤字比率 

実質公債 
費比率 

将来負担 
比率 

－ 

－ 

１９.４％ 

１０９.６％ 

１３.１５％ 

１８.１５％ 

２５.０％ 

３５０.０％ 

一般会計などを対象とした実質赤字額の標準財政規模（人口や面積から算出
する標準的な一般財源の規模）に対する比率です。加東市の一般会計などは
赤字ではありませんので、該当しません。 
公営企業会計を含む全会計を対象とした実質赤字額または資金不足額の標準
財政規模に対する比率です。加東市の全会計は赤字ではありませんので、該
当しません。 
一般会計などが負担する元利償還金などの標準財政規模に対する比率です。
早期健全化基準は下回っていますが、さらに改善を進め、平成２４年度には、
良好とされる１８％以下となる見込みです。 

（２）公営企業の資金不足比率 

指標 説　　　明 加東市 
の決算 

早期健全化 
基準 

資金不足 
比率 － ２０.０％ 

各公営企業ごとの資金不足額の事業の規模に対する比率です。水道事業、病
院事業、下水道事業特別会計、農業集落排水事業特別会計とも資金不足を生
じていないため、該当はありません。 

一般会計などが将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模に対する比率で
す。数値が高いと負債が将来財政を圧迫する可能性が高いことを意味します。
加東市の負債額は健全な範囲内であることを示しています。 


